
（別添）

団体名 湯沢町

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 7,126 6,768 358 326 1,204 62

普通会計 7,126 6,768 358 326 1,204 62

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの

繰入金
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

1,034 974 60 60 － 88
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

792 783 9 9 － 57
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

623 588 35 35 － 106
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

742 742 44 44 6,576 454
（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

311 283 28 28 2,180 263

水道事業会計 413 410 3 － 1,978 62

温泉管理事業会計 178 172 6 － － 2

観光事業会計 723 772 △ 49 △ 32 583 172

病院事業会計 989 1,038 △ 48 － 300 150

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

南魚沼地域広域連合（一
般会計）

3,339 3,157 182 182 4,560 27

南魚沼地域広域連合（ふ
るさと市町村圏基金事業）

628 628 － － － －

新潟県市町村総合事務組
合（一般会計）

393 344 49 49 － 1

新潟県市町村総合事務組合
（職員退職手当支給事業特
別会計）

13,432 13,297 135 135 － 1

新潟県市町村総合事務組合
（消防団員等公務災害補償
事業特別会計）

1,790 1,781 9 9 － 1

新潟県市町村総合事務組合
（消防賞じゅつ金支給事業特
別会計）

55 36 19 19 － 1

新潟県市町村総合事務組合
（非常勤職員公務災害補償
等事業特別会計）

26 21 5 5 － 2

新潟県市町村総合事務組合
（交通災害共済事業特別会
計）

955 901 54 54 － －

魚沼地区障害福祉組合
（一般会計）

417 403 15 15 － 5

特別養護老人ホーム八色園
（指定介護老人福祉施設）

455 469 21 21 10

特別養護老人ホーム八色
園（老人短期入所施設）

84 49 35 35 1,763 10

八色園デイサービスセンター
（老人デイサービスセンター）

139 122 40 40 10

魚沼地域特別養護老人
ホーム組合（一般会計）

128 70 58 58 － 10

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

（財）湯沢町都市施設公社 △ 2,649 54,429 50,000 43,400 － －

ツナギ地域開発（株） 128 61 5,000 － － －

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

70.2実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

1.514

7.6

財政力指数

法適用企業（一部）

法適用企業（一部）

備考

6.3

－

－

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

備考

財政状況等一覧表（１７年度）

備考

法適用企業

法適用企業（一部）

国民健康保険特別会計

老人保健特別会計

下水道特別会計
（特定環境保全公共下水道）

介護保険特別会計

下水道特別会計
（公共下水道）


